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改正案（Ｒ６.１０改正） 現   行（Ｒ５.１０） 

地質・土質調査業務共通仕様書 

 
第１章 総則 

 第１－１条～第１－３１条 ［略］ 

第１－３２条 安全等の確保 

1～7 

8（1）～（3）［略］ 

（４）受注者は、機械の適切な整備及び管理並びに作業安全に努めなければならない。 

9～11 [略] 

第１－３３条～第１－３７条 ［略］ 

 第１－３８条 保険加入の義務 

受注者は、雇用保険法（昭和49 年法律第116 号）、労働者災害補償保険法（昭和22 年法律第50 号）、健康保険

法（大正11 年法律第70 号）及び厚生年金保険法（昭和29 年法律第115 号）の規定により、雇用者等の雇用形態に

応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

２ 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければならない。 

第１－３９条 環境負荷低減への取組 

受注者は、新たな環境負荷を与えることにならないよう、環境関係法令を遵守するとともに、以下の取組に努めるも

のとする。 

(１) オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使用状況の記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わな

い取組（照明、空調のこまめな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃料効率の良い機械の利用等） 

(２) プラスチック等の廃棄物の削減及び資源の再利用 

(３) 環境負荷低減に配慮したものの調達 

(４) 生物多様性に配慮した事業実施 

(５) みどりの食料システム戦略の理解及び環境配慮の取組方針の策定や研修の実施 

第１－４０条 [略] 

第２章～ 第４章 ［略］ 

 

第５章 サウンディング 

第１節～第４節 [略] 

第５節 スクリューウエイト貫入試験（旧スウェーデン式サウンディング試験） 

第６節 ［略］ 

 

第６章 ［略］ 

 

第７章 解析等調査業務 

第７－１条 ［略］ 

第７－２条 業務内容 

地質・土質調査業務共通仕様書 

 
第１章 総則 

 第１－１条～第１－３１条 ［略］ 

第１－３２条 安全等の確保 

1～7 

8（1）～（3）［略］ 

   【新設】 

9～11 [略] 

第１－３３条～第１－３７条 ［略］ 

第１－３８条 保険加入の義務 

受注者は、雇用保険法（昭和49 年法律第116 号）、労働者災害補償保険法（昭和22 年法律第50 号）、健康保険

法（大正11 年法律第70 号）及び厚生年金保険法（昭和29 年法律第115 号）の規定により、雇用者等の雇用形態に

応じ、雇用者等を被保険者とするこれらの保険に加入しなければならない。 

 【新設】 

 

【新設】 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１－３９条 [略] 
第２章～ 第４章 ［略］ 

 

第５章 サウンディング 

第１節～第４節 [略] 

第５節 スクリューウエイト貫入試験（スウェーデン式サウンディング試験） 

第６節 ［略］ 

 

第６章 ［略］ 

 

第７章 解析等調査業務 

第７－１条 ［略］ 

第７－２条 業務内容 
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改正案（Ｒ６.１０改正） 現   行（Ｒ５.１０） 

   解析等調査業務の内容は、次の各号に掲げる事項によるものとする。 

 １ 既存資料の収集・現地調査 

 （１）関係文献等の収集と検討 

 （２）調査地周辺の現地踏査 

 ２ 資料整理とりまとめ 

 （１）各種計測結果の評価及び考察 

 （２）異常データのチェック 

 （３）試料の観察 

 （４）ボーリング柱状図の作成 

 ３ 断面図等の作成 

 （１）地層及び土性の判定 

 （２）土質又は地質断面図の作成（断面図は着色するものとする） 

 ４ 総合解析とりまとめ 

 （１）調査地周辺の地形・地質の検討 

 （２）地質調査結果に基づく土質定数の設定 

 （３）地盤の工学的性質の検討と支持地盤の設定 

 （４）地盤の透水性の検討（現場透水試験や粒度試験等が実施されている場合） 

 （５）調査結果に基づく基礎形式の検討（具体的な計算を行うものでなく、基礎形式の適用に関する一般的な比較検討） 

 （６）設計・施工上の留意点の検討（特に、盛土や切土を行う場合の留意点の検討） 

 

 第７－３条 ［略］ 

 

第８章～第１２章 ［略］ 

 

測量業務共通仕様書 
第１条～第３１条 ［略］ 

第３２条 安全等の確保 

 １～４ ［略］ 

５ 受注者は、屋外で行う測量業務等の実施に当たり、災害予防のため、次の各号に掲げる事項を厳守しなければならな

い。 

（１）～（３） ［略］ 

（４）受注者は、機械の適切な整備及び管理並びに作業安全に努めなければならない。 
 ６～８ ［略］ 

第３３条～第３７条 ［略］ 

第３８条 保険加入の義務  

     ［略］ 

２ 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければならない。 

   解析等調査業務の内容は、次の各号に掲げる事項によるものとする。 

 １ 既存資料の収集・現地調査。 

 （１）関係文献等の収集と検討。 

 （２）調査地周辺の現地踏査。 

 ２ 資料整理とりまとめ 

 （１）各種計測結果の評価及び考察。 

 （２）異常データのチェック。 

 （３）試料の観察。 

 （４）ボーリング柱状図の作成。 

 ３ 断面図等の作成 

 （１）地層及び土性の判定。 

 （２）土質又は地質断面図の作成。なお、断面図は着色するものとする。 

 ４ 総合解析とりまとめ 

 （１）調査地周辺の地形・地質の検討。 

 （２）地質調査結果に基づく土質定数の設定。 

 （３）地盤の工学的性質の検討と支持地盤の設定。 

 （４）地盤の透水性の検討。（現場透水試験や粒度試験等が実施されている場合） 

 （５）調査結果に基づく基礎形式の検討。（具体的な計算を行うものでなく、基礎形式の適用に関する一般的な比較検討） 

 （６）設計・施工上の留意点の検討。（特に、盛土や切土を行う場合の留意点の検討） 

 

 第７－３条 ［略］ 

 

第８章～第１２章 ［略］ 

 

測量業務共通仕様書 

第１条～第３１条 ［略］ 

第３２条 安全等の確保 

 １～４ ［略］ 

５ 受注者は、屋外で行う測量業務等の実施に当たり、災害予防のため、次の各号に掲げる事項を厳守しなければなら

ない。 

（１）～（３） ［略］ 

 ［新設］ 

 ６～８ ［略］ 

第３３条～第３７条 ［略］ 

第３８条 保険加入の義務  

     ［略］ 

  ［新設］ 
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改正案（Ｒ６.１０改正） 現   行（Ｒ５.１０） 

第３９条 環境負荷低減への取組 
受注者は、新たな環境負荷を与えることにならないよう、環境関係法令を遵守するとともに、以下の取組に努めるも

のとする。 
(１) オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使用状況の記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わ

ない取組（照明、空調のこまめな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃料効率の良い機械の利用等） 
(２) プラスチック等の廃棄物の削減及び資源の再利用 
(３) 環境負荷低減に配慮したものの調達 
(４) 生物多様性に配慮した事業実施 
(５) みどりの食料システム戦略の理解及び環境配慮の取組方針の策定や研修の実施 

 
第４０条 ［略］ 
 

設計業務共通仕様書 

 

第１章 総則 

第１－１条～第１－３６条 ［略］ 

第１－３７条 保険加入の義務  

［略］ 

２ 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければならない。 
第１－３８条 環境負荷低減への取組 

受注者は、新たな環境負荷を与えることにならないよう、環境関係法令を遵守するとともに、以下の取組に努めるも

のとする。 
(１) オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使用状況の記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わない

取組（照明、空調のこまめな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃料効率の良い機械の利用等） 
(２) プラスチック等の廃棄物の削減及び資源の再利用 
(３) 環境負荷低減に配慮したものの調達 
(４) 生物多様性に配慮した事業実施 
(５) みどりの食料システム戦略の理解及び環境配慮の取組方針の策定や研修の実施 

第１－３９条 ［略］ 
 
第２章 ［略］ 
 

用地調査等業務共通仕様書 

第１章 総則 

第１条～第３０条  [略] 

第３１条 安全等の確保 [略] 

 
  ［新設］ 
 

 
 

 
 

 
 
   

第３９条 ［略］ 

 

設計業務共通仕様書 

 

第１章 総則 

第１－１条～第１－３６条 ［略］ 

第１－３７条 保険加入の義務  

［略］ 

［新設］ 

 

［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

第１－３８条 ［略］ 
 
第２章 ［略］ 
 

用地調査等業務共通仕様書 

第１章 総則 

第１条～第３０条  [略] 

第３１条 安全等の確保 [略] 
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改正案（Ｒ６.１０改正） 現   行（Ｒ５.１０） 

 

２～４ ［略］ 

５ ［略］ 

（１）屋外で行う用地調査等業務に伴い伐採した立木等を焼却する場合には、関係法令を遵守するとともに、関係官公署

の指導に従い必要な措置を講じなければならない。 
（２）受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用は禁止しなければならない。 
（３）受注者は、ガソリン、塗料等の可燃物を使用する必要がある場合には、周辺に火気の使用を禁止する旨の標示を行

い、周辺の整理に努めなければならない。 
（４）受注者は、機械の適切な整備及び管理並びに作業安全に努めなければならない。 
６～８ ［略］ 

第３２条～第３６条 ［略］ 

 

第３７条 保険加入の義務 

 ［略］ 

２ 受注者は、現場作業が発生する場合は、法定外の労災保険に付さなければならない。 

第３８条 環境負荷低減への取組 
受注者は、新たな環境負荷を与えることにならないよう、環境関係法令を遵守するとともに、以下の取組に努めるも

のとする。 
(１) オフィスや車両・機械などの電気、燃料の使用状況の記録・保存や、不必要・非効率なエネルギー消費を行わない

取組（照明、空調のこまめな管理や、ウォームビズ・クールビズの励行、燃料効率の良い機械の利用等） 
(２) プラスチック等の廃棄物の削減及び資源の再利用 
(３) 環境負荷低減に配慮したものの調達 
(４) 生物多様性に配慮した事業実施 
(５) みどりの食料システム戦略の理解及び環境配慮の取組方針の策定や研修の実施 
 

第３９条～第７８条 ［略］ 

 

第７９条 区分地上権設定範囲図の作成 
区分地上権設定範囲図の作成は、区分地上権設定図（用地平面図）と縦断図等を合成した図面を作成し、区分地上権

設定の対象となる土地ごとに区分地上権設定範囲（上下範囲）及び土地の利用が妨げられる程度を算出するほか、調査

職員が指示する事項を記入するものとする。 
 

第８０条～第１５６条 ［略］ 

 

第１５７条 補償説明 
   補償説明とは、土地等の取得等及びこれに伴う損失の補償を行う場合において、当該補償の方針、用地交渉の方法、

 

２～４ ［略］ 

５ ［略］ 

（１）屋外で行う用地調査等業務に伴い伐採した立木等を焼却する場合には、関係法令を遵守するとともに、関係官公署

の指導に従い必要な措置を講ずること。 
（２）受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用は禁止すること。 
（３）受注者は、ガソリン、塗料等の可燃物を使用する必要がある場合には、周辺に火気の使用を禁止する旨の標示を行

い、周辺の整理に努めること。 
  ［新設］ 
６～８ ［略］ 

第３２条～第３６条 ［略］ 

 

第３７条 保険加入の義務 

 ［略］ 

［新設］ 
 
［新設］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３８条～第７７条 ［略］ 

 

 

［新設］ 

 

 

 

第７８条～第１５４条 ［略］ 

 

第１５５条 補償説明 
   補償説明とは、権利者に対し、土地の評価（残地補償を含む。）の方法、建物等の補償方針及び補償額の算定内容（以

下「補償内容等」という。）の説明を行うことをいう。 
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改正案（Ｒ６.１０改正） 現   行（Ｒ５.１０） 

その他当該土地等の取得等に関し協力を得るために必要と認められる事項の説明を行うことをいう。ただし、補償説明

には、土地調書及び物件調書並びに土地改良事業用地事務処理要領（平成 11 年７月 13 日付け 11 構改 Ｄ第 478 号
農林水産省構造改善局長通知)第 49 条により作成する契約書の説明等の各権利者に関する個別事項の説明は含まない

ものとする。 
 
第１５８条 概況ヒアリング等 

   受注者は、補償説明の実施に先立ち、調査職員から、当該事業の計画概要、取得等の対象となる土地等の概要、移転

の対象となる建物等の概要、権利者ごとの補償内容、実情及びその他必要となる事項について説明を受け、概況を把握

するものとする。 
 ２ 受注者は、現地踏査及び概況ヒアリングを行った後に補償説明の対象となる権利者等に対し、面接等により補償説明

を行うことについての協力を依頼するものとする。 
 
第１５９条 説明資料の作成等 

   権利者等に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、現地踏査及び概況ヒアリング等の結果を踏まえ、次の各号

に掲げる業務を行うものとし、これらの業務が完了したときは、その内容等について調査職員と協議するものとする。 
 （１）当該区域全体及び権利者等ごとの処理方針の検討 
 （２）権利者等ごとの補償説明に係る事項の整理 
 （３）権利者等に対する説明用資料の作成 
 
第１６０条 権利者等に対する説明 

   権利者等に対する説明は、次の各号により行うものとする。 
 （１）権利者等との面接は、２名以上の者を一組として行うこと。ただし、やむを得ず面接以外の方法による場合は、あ

らかじめ調査職員にその方法等について確認すること。 
 （２）権利者等と面接等を行うときは、事前に連絡を取り、日時、場所その他必要な事項について了解を得ておくこと。 
 ２ 権利者等に対しては、前条において作成した説明用資料を基に補償説明の理解が得られるよう十分な説明を行うもの

とする。 
 
第１６１条 記録簿の作成 

   受注者は、権利者等と面接等により説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者等の主張又は質疑の内

容等を補償説明記録簿に記載するものとする。 
 
第１６２条 説明後の措置 

   受注者は、補償説明の現状及び権利者等ごとの経過等を、必要に応じて、調査職員に報告するものとする。 
 ２ 受注者は、当該権利者等に係る補償説明の全てについて権利者等の理解が得られたと判断したときは、速やかに、調

査職員にその旨を報告するものとする。 
 ３ 受注者は、権利者等が説明を受け付けない、又は当該事業計画、補償説明若しくはその他の事項で意見の相違等があ

 
 
 

 

 

第１５６条 概況ヒアリング等 

     受注者は、補償説明の実施に先立ち、調査職員から、当該事業の内容、取得等の対象となる土地等の概要、移転の対

象となる建物等の概要、補償内容、各権利者の実情及びその他必要となる事項について説明を受けるものとする。 
 
 ２ 受注者は、現地踏査後に補償説明の対象となる権利者等と面接し補償説明を行うことについての協力を依頼するもの

とする。 
 
第１５７条 説明資料の作成等 

   権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、現地踏査及び概況ヒアリング等の結果を踏まえ、次の各号に

掲げる業務を行うものとし、これら業務が完了したときは、その内容等について調査職員と協議するものとする。 
 （１）当該区域全体及び権利者ごとの処理方針の検討 
 （２）権利者ごとの補償内容等の整理 
 （３）権利者に対する説明用資料の作成 
 
第１５８条 権利者に対する説明 

   権利者に対する説明は、次の各号により行うものとする。 
 （１）２名以上の者を一組として権利者と面接すること。 
 
 （２）権利者と面接するときは、事前に連絡を取り、日時、場所その他必要な事項について了解を得ておくこと。 
 ２ 権利者に対しては、前条において作成した説明用資料を基に補償内容等の理解が得られるよう十分な説明を行うもの

とする。 
 
第１５９条 記録簿の作成 

   受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等を補償

説明記録簿に記載するものとする。 
 
第１６０条 説明後の措置 

   受注者は、補償説明の現状及び権利者ごとの経過等を、必要に応じて、調査職員に報告するものとする。 
 ２ 受注者は、当該権利者に係る補償内容等の全てについて権利者の理解が得られたと判断したときは、速やかに、調査

職員にその旨を報告するものとする。 
 ３ 受注者は、権利者が説明を受け付けない若しくは当該事業計画、補償内容等又はその他の事項で意見の相違等がある
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るため理解を得ることが困難であると判断したときは、調査職員にその旨を報告し、指示を受けるものとする。 
 

第１６３条～第１６７条 ［略］ 

 

第１６８条 費用負担の説明 
   費用負担の説明とは、公共事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る費用負担の

有無、費用負担額の算定内容等（以下「費用負担の内容等」という。）の説明を行うことをいう。 
 

第１６９条 概況ヒアリング等 
   受注者は、費用負担の説明の実施に先立ち、調査職員から、当該事業の計画概要、被害発生の時期、費用負担の対象

となる建物等の概要、損傷の状況、権利者ごとの費用負担の内容等、実情及びその他必要となる事項について説明を受

け、概況を把握するものとする。 
２ 受注者は、現地踏査及び概況ヒアリングを行った後に費用負担の説明の対象となる権利者等に対し、面接等により費

用負担の説明を行うことについての協力を依頼するものとする。 
 
第１７０条 説明資料の作成等 

   権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、現地踏査及び概況ヒアリング等の結果を踏まえ、調査職員の

指示により、次の各号に掲げる業務を行うものとし、これらの業務が完了したときは、その内容等について調査職員と

協議するものとする。 
 （１）～（３） ［略］ 
 
第１７１条 権利者に対する説明 

   権利者に対する説明は、調査職員の指示により、次の各号に掲げる業務を行うものとする。 
 （１）権利者との面接は、２名以上の者を一組として行うこと。ただし、やむを得ず面接以外の方法による場合は、あら

かじめ調査職員にその方法等について確認すること。 
 （２）［略］ 
 ２ ［略］ 
 
第１７２条 記録簿の作成 

   受注者は、権利者と面接等により説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等

を補償説明記録簿に記載するものとする。 
 
第１７３条～第１９９条 ［略］ 

 

 

ため理解を得ることが困難であると判断したときは、調査職員にその旨を報告し、指示を受けるものとする。 
 

第１６１条～第１６５条 ［略］ 

 

第１６６条 費用負担の説明 
   費用負担の説明とは、県営事業に係る工事の施行に起因する地盤変動により生じた建物等の損害等に係る費用負担額

の算定内容等（以下「費用負担の内容等」という。）の説明を行うことをいう。 
 

第１６７条 概況ヒアリング等 
   受注者は、費用負担の説明の実施に先立ち、調査職員から当該工事の内容、被害発生の時期、費用負担の対象となる

建物等の概要、損傷の状況、費用負担の内容、各権利者の実情及びその他必要となる事項について説明を受けるものと

する。 
２ 受注者は、現地踏査後に費用負担の説明の対象となる権利者等と面接し、費用負担の説明を行うことについての協力

を依頼するものとする。 
 
第１６８条 説明資料の作成等 

   権利者に対する説明を行うに当たっては、あらかじめ、現地踏査及び概況ヒアリング等の結果を踏まえ、次の各号に

掲げる業務を行うものとし、これらの業務が完了したときは、その内容等について調査職員と協議するものとする。 
  
（１）～（３） ［略］ 
 
第１６９条 権利者に対する説明 

   権利者に対する説明は、次の各号により行うものとする。 
 （１）２名以上の者を一組として権利者と面接すること。 
 
（２）［略］ 

 ２ ［略］ 
 
 第１７０条 記録簿の作成 
   受注者は、権利者と面接し説明を行ったとき等は、その都度、説明の内容及び権利者の主張又は質疑の内容等を補償

説明記録簿に記載するものとする。 
 

第１７１条～第１９７条 ［略］ 
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